
導区域が属する町会の人口密度（住民基本台帳人口

目標 取得方法 ③
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

計画的な幹線 ①幹線道路 ①市民が円滑に移 市道1級1号線の整 目標 100 2.3 25.4 58.4 計画的な土地 ①市内全域 ①計画的に地域の 地区計画の箇所数 目標 10 11 12 13
① ％ ① 箇所

道路ネットワ 動できる幹線道路 備率(工区別) 実績 88.4 - - - 利用の推進 特色を活かした地 (累計) 実績 9 - - -

ークの整備 が整備されている 幹線市道の改良済 目標 189.8 190 190.3 190.5 域づくりが推進さ 小さな拠点づくり 目標 3 4 5 6
② kｍ ② 団体

。 延長(累計) 実績 189.6 - - - れている。 活動団体数(累計) 実績 4 - - -

目標 地籍調査面積進捗 目標 30 40 50 60
③ ③ ％

実績 率(10か年計画） 実績 24.4 - - -

目標 目標
④ ④

実績 実績

目標 目標
① ①

実績 実績

目標 目標
② ②

実績 実績

目標 目標
③ ③

実績 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・市道１級１号線（都市計画道路３・４・２０１号高砂植下線）については、現在着手している区間の道路築造工 【施策の取組方針の達成状況】

事を完成させるとともに、次期整備区間の整備手法等について関係機関と協議、調整を行い整備を推進する。 □ 全て達成 ・市道１級１号線の整備について、一部工事の繰越により、事業区間の完成が１年延伸しR5年度となった。次期

・栃木県が実施する道路整備については、要請に応じて支援・協力を行う。 整備区間の整備手法等については、東武鉄道㈱と協議を継続して行った。
取組

・新合・飛駒地域、三好・野上地域、常盤・氷室地域において、新合支所周辺、旧三好小学校周辺、常盤中学校周 ■ 一部未達成 ・栃木県が実施する道路整備に関する説明会の開催等に協力した。
方針

辺を核とした小さな拠点づくりの方向性を検討するとともに、地域における取組が活性化するよう先導的な支援を ・地域ごとに小さな拠点づくりの方向性を検討するにあたり、新合、三好、野上地区でワークショップを開催し

行う。 □ 全て未達成 た。ワークショップの開催にあたっては地域活性化アドバイザーを派遣し、地域の取組を支援した。
施

・基本計画に基づき計画的に地籍調査を進める。 ・地籍調査については、人件費等の高騰により、計画面積の実施には至らなかった。
策

・都市計画区域外における開発行為の動向の現状把握に努める。 ・都市計画区域外における開発動向等の把握に努めた。

□ 全て達成 【成果指標達成状況】

・幹線道路の整備率について、完了予定であった県道作原田沼線（岩崎バイパス）、県道佐野田沼線の整備完了
成果

□ 一部未達成 が令和5年度に延伸となり、目標値を達成できなかった。
指標

・居住誘導区域を含む地域の人口密度について、人口減少により目標値を達成できなかった。

■ 全て未達成

基本事業名 令和4年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事

令

業名 令和4年度基本事

和

業の取組方針 基本事業

５

の取組方針・成果指標

年

達成状況

計画的な幹線

度

道路 ・市道１級１号線

　

（都市計画道路３ 取組

施

方針 □ 全て達成 ■ 一部

策

未達成 □ 全て未達成 計

・

画的な土地利用 ・頻発

基

、激甚化する自然災害

本

に対応 取組方針 □ 全て

事

達成 ■ 一部未達成 □ 全

業

て未達成

ネットワーク

マ

の整 ・４・２０１号高

ネ

砂植下線）につい 成果

ジ

指標 □ 全て達成 □ 一部

メ

未達成 ■ 全て未達成 の

ン

推進 するため、立地適

ト

正化計画における 成果

シ

指標 □ 全て達成 ■ 一部

ー

未達成 □ 全て未達成

備

ト

ては、事業区間内の道

　

路築造工事を 【基本事

（

業の取組方針達成状況

令

】 居住誘導区域内での

和

防災対策・安全 【基本

４

事業の取組方針達成状

年

況】

完成させるととも

度

に、次期整備区間 ・市

実

道1級1号線の事業区

績

間について、電線共同

に

溝に伴う引込管等設 確

基

保策を定める「防災指

づ

針」を策定 ・立地適正

く

化計画「防災指針」を

評

策定した。

の整備手法

価

等について、関係機関

）

と 備工事委託及び道路

 

改良工事を行ったが、

作

一部R5年度に繰越し

成

て工 する。 ・小さな拠

日

点の形成について、ワ

 

ークショップは実施し

 

たが、集落

協議、調整

令

を行い整備計画の策定

和

を 事を行う。また、次

 

期整備区間の整備手法

6

等については、東武鉄

年

道 ・小さな拠点の形成

 

に向け、中山間 調査や

3

大学等との連携には至

月

らなかった。

行う。 ㈱

 

と協議を継続して行っ

5

た。 地域における生活

日

の実態把握のため ・地

基

籍調査について、計画

本

面積0.20k㎡に対

目

して実施面積は0.1

標

8k㎡

【成果指標達成

名

状況】 の集落調査を実

0

施するとともに、大 と

5

なったが、過年度実施

快

地区の閲覧、国県の認

適

証は計画どおり進捗

・

に

市道1級1号線の事業

よ

区間について、完了予

り

定が1年延伸となった

安

学等と連携した共同研

全

究を行う。 した。

こと

で

で目標値を下回った。

安

・地籍調査については

心

、基本計画に 【成果指

し

標達成状況】

・幹線市

て

道の改良済延長につい

暮

て、県道部との重用区

ら

間が生じたた 基づく新

せ

規地区の調査を行うほ

る

か、 ・地区計画につい

ま

ては、新規地区の決定

ち

に至らなかったため目

づ

標を

め目標の延長には

く

至らなかった。 並行し

り

て過年度実施地区の一

都

連の業 達成できなかっ

市

た。

務（閲覧、国県の

計

認証、登記所への ・小

画

さな拠点づくりの取組

課

については、新合、三

政

好、野上地区のほ
基

成

策

果の送付）を進める。

体

か、飛駒地区で実施さ

系

れた。
本

・地籍調査に

政

ついては目標値を下回

　

った。
事

取組方針 □ 全

策

て達成 □ 一部未達成 □

　

全て未達成 取組方針 □

名

全て達成 □ 一部未達成

0

□ 全て未達成
業

成果指

3

標 □ 全て達成 □ 一部未

都

達成 □ 全て未達成 成果

市

指標 □ 全て達成 □ 一部

機

未達成 □ 全て未達成

４

能

．施策の基本情報
社会

の

情勢変化、国・県の動

充

向、市民・議会意見等

実

施策の成果向上に向け

し

ての役割分担

・居住機

た

能や福祉・医療・商業

ま

といった都市機能の立

ち

地を適正に誘導し、公

づ

共交通ネットワークと

く

連携した 市民 事業所 行

り

政

施 「コンパクト・プ

施

ラス・ネットワーク」

策

のまちづくりが求めら

主

れている。 関係事業の

管

目的、趣旨を十分理解

課

し、地権者と 市民、行

長

政と一体となり、果た

施

す役割を十分 市民、事

　

業者へ各施策の趣旨、

策

目的、必要性

策 ・立地

　

適正化計画における誘

名

導区域内での防災・減

0

災対策が求められてい

1

る。 しての協力をはじ

都

め、地域の特色を理解

市

した計 理解し、よりよ

機

いまちづくりに尽力す

能

る。ま を分かりやすく

を

丁寧に説明し、理解を

高

得なが

の ・広域での経

め

済圏の発展や災害リス

る

ク分散等のため、広域

幹

道路ネットワークの早

線

期整備が求められてい

道

る。 画的な土地活用を

路

推進する。また、主体

の

性をも た、品質の高い

整

施設や良好な宅地の提

備

供に努 ら計画的に関係

と

事業を推進する。

基 ・

計

都市計画区域外におい

画

て、無秩序な土地利用

的

が行われている地域が

な

ある。 ってまちづくり

地

に取り組む。 める。

本

域

本

情

報

５．施策全体の

づ

総括・今後の課題・今

く

後の方向性
施策の成果

り

実績と施策の基本情報

の

及び施策コストに関す

推

る全体総括 今後の課題

進

今後の方向性

・市道１

柳

級１号線の整備につい

田

て、一部工事の繰越に

　

より、事業区間（第2

雅

工区）の完成が１年延

和

伸しR5年度と 【令和

施

５年度で解決する課題

策

】 ①市道の整備継続路

関

線は計画的な整備推進

係

を図り、新規整備路線

課

につ

なった。また、跨

政

線部の整備手法等につ

策

いては、東武鉄道㈱と

調

協議を継続して行った

整

。第3工区以降につい

課

ても ・市道1級1号線

、

の事業区間(第2工区

企

)の完成及び第3工区

業

の事業認可 いては、道

誘

路網整備計画や自転車

致

活用推進計画を踏まえ

課

、計画的に路

早期の整

、

備を図る必要がある。

農

【令和６年度以降にも

政

引き継がれる課題】 線

課

を選定し整備に繋げる

、

。

・幹線市道の改良済

農

延長の指標について、

山

市道改良を実施したが

村

、県道部との重用区間

振

が生じたため目標達成

興

で ①限られた財源にお

課

ける計画的な市道の整

、

備。 ②県道整備に対し

交

継続して要望活動等を

通

行う。また、県の要請

政

に対し

きなかった。新

策

規の市道整備について

課

は、道路網整備計画等

、

に基づき計画的に推進

都

する必要がある。 ②幹

市

線道路ネットワークの

整

構築に向けた県道の整

備

備。 ては積極的に支援

課

・協力するとともに、

、

整備に向けて必要な条

道

件整理

・栃木県が実施

路

する道路整備に関する

河

説明会の開催等に協力

川

した。幹線道路の整備

課

率の指標については、

１

複数の ③人口減少、超

．

高齢社会に対応したコ

施

ンパクトなまちづくり

策

と、居住 を行う。

県道

の

の整備完了がR5年度

目

に延伸したことにより

的

目標達成できなかった

と

。幹線道路ネットワー

成

クの構築には、依然 等

果

の誘導にあたっての災

把

害リスクの低減。 ③立

握

地適正化計画に基づき

こ

、都市機能及び居住機

の

能の適切な誘導と災

と

施

して多くの路線の整備

策

が必要である。 ④中山

は

間地域の集落生活圏に

、

おける生活サービスの

誰

維持。 害リスクに対す

、

る安全性を確保するた

何

め、必要な取組を推進

を

する。

・居住誘導区域

対

を含む地域の人口密度

象

の指標については、人

と

口減少により目標達成

し

できなかった。引き続

て

きコン ⑤遊休地、未利

い

用地の活用促進に資す

る

る土地の境界、面積、

か

所有者等 ④小さな拠点

対

の形成に向け、引き続

象

き各地区でのワークシ

指

ョップを開

パクトなま

標

ちづくりに資する取組

単

を推進する必要がある

位

。 の明確化。 催し、取

R

組の方向性をまとめる

4

。

・立地適正化計画「

R

防災指針」を策定した

5

。今後、防災・減災対

R

策を推進する必要があ

6

る。 ⑥秩序ある土地利

R

用を図るため、必要に

7

応じた都市計画区域の

①

見直し ⑤地籍調査は、

事

基本計画に基づき計画

業

的に調査を進める。

・

中

小さな拠点の形成につ

の

いて、新合、三好、野

幹

上地区で地域活性化ア

線

ドバイザーを派遣しワ

道

ークショップを開催 。

路

⑥都市計画区域外にお

、

ける開発行為の動向を

及

引き続き注視し、区域

び

見

し、小さな拠点づく

道

りの取組への一歩を踏

路

み出した。今後もワー

網

クショップの開催を重

整

ね、地域が主体となっ

備

て 【令和６年度重点課

計

題】 直しの検討を行う

画

。

取り組む方向性の検

で

討や地域運営組織の立

位

ち上げを支援する必要

置

がある。 ⑦市道1級1

づ

号線第3工区の事業着

け

手。 ⑦市道1級1号線

た

については引き続き整

重

備を推進し、第3工区

①

の整備に

・地籍調査を

幹

実施したが、地籍調査

線

面積進捗率の指標につ

道

いては、業務に係る人

路

件費等の高騰により計

①

画面積の 着手する。

目

幹

標達成には至らなかっ

線

た。計画的に進めるた

道

めには、財源の確保が

路

必要不可欠である。

・

数

都市計画区域外におけ

(

る開発動向等の現状把

事

握に努めた。現時点で

業

は新規の大規模立地は

中

比較的抑えられてい

る

及

状況であるが、引き続

び

き注視していく必要が

重

ある。

・令和4年度の

要

決算額は1億2,50

路

4万円となり、令和3

線

年度の決算額9,77

)

5万円と比べ2,72

本

9万円の増となった。

3

主な

要因は、市道1級

1

1号線の整備事業費、

-

道路施設管理事業費及

-

び地籍調査事業費の増

-

額によるものである。

要な区間のうち主要な路線の整備率を把握することで、本
施策の目的

②市内全域 ② 市域面積 ｋ㎡ 356.04 - - - 市の道路網の形成状況が確認できるため指標として採用し
「対　象」

③ た。

④ 成果指標 ②立地適正化計画における居住誘導区域等の人口密度を把

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 握することで、コンパクトシティ構想に基づく良好な土地

①計画的に幹線道路の整備を進め、良好な道路網を形成す 幹線道路の整備率（整備延長/整備予定延 目標 30 35 40 45 利用の成果が確認できるため、指標として採用した。
① ％

ることにより、車両等の移動が円滑にできるようにする。 長） 実績 21.9 - - -

②各地域の特色を十分活かしつつ、計画的な地域づくり（ 居住誘導区域を含む地域の人口密度(12/31 目標 1,955 1,960 1,965 1,970
施策の目的 ② 人/k㎡

土地活用等）を進める。 時点) 実績 1,933 - - -
「意　図」

目標 ① 事業中路線と道路網整備計画における主要路線の整備状況
③

実績 成果指標の ② 居住誘


